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要旨：本論文では，まず二軸拘束状態下の膨張コンクリートの拘束方向毎の拘束ひずみを測定するこ

とで，拘束鋼材および膨張コンクリート自身になされる仕事量を評価することを試みた。その結果，

これらの仕事量の和は拘束方向毎に独立して一定となることが実験的に確認された。次に，上記の知

見を元に，仕事量一定則に基づく自由膨張ひずみ成分の理論モデルを構築し，既往の膨張コンクリー

トの応力測定実験結果と解析解との比較を行った。その結果，実験値と提案したモデルによる解析解

はよく一致することが確認され，弾性の範囲で提案したモデルの妥当性が示された。 
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1． はじめに 

温度ひび割れなどの初期ひび割れ抑制対策の一つと

して，膨張材の使用が挙げられる。一方で，膨張材の

変形挙動においては未解明な部分も多いため，ひび割

れ抑制に対する効果については，不明な点も多い。よ

って，膨張挙動の正確な予測方法の確立がなされた場

合，膨張材の使用は，ひび割れ制御に対する有力な方

策として期待されると思われる。 

膨張材料の変形挙動についてはいくつかの考え方が

提案されている。まず，一軸応力状態下においては，

膨張コンクリートが拘束鋼材になす仕事量が一定であ

るという考え方（仕事量一定則）が辻によって提案さ

れている 1)。また，通常の応力解析まで言及したとこ

ろでは，内田ら，および三谷らの研究がある 2)3)。内田

らは，RC はり部材に対して辻が提案した仕事量一定

則に基づき有効自由膨張ひずみ履歴を算定している 2)。

この考え方は，橋梁のようなはり構造については有効

であるかもしれないが，一般的な構造に対しては適用

できないと思われる。また，三谷らは，力の釣り合い

条件から拘束ひずみと拘束鋼材比との関係を測定し，

測定された関係を曲線補間することにより，みかけの

自由膨張ひずみを評価する手法を構築している 3)。こ

の方法は，仕事量一定則と有機的に繋がっておらず。

膨張コンクリートの変形挙動を統一的に表現している

とは言い難い面がある。よって，全般的には，膨張コ

ンクリートの変形挙動については十分解明されていな

いといえる。 

本論文では膨張コンクリートの変形挙動を統一的に

且つ精度良く予測するための基本解析手法の確立を目

的とし，以下のことを行った。 

まず，拘束された膨張コンクリートの仕事量につい

て理論的考察を行った後，二軸拘束状態における膨張

コンクリートについて，拘束ひずみの測定を行った。

そして，拘束方向に対して仕事量一定則がどのように

成立するかについて検討を行った。次に，検討結果か

ら得られた知見を元に，自由膨張ひずみの理論モデル

の構築を行った。提案したモデルの特長は任意の三次

元構造物に適用可能であり，かつ仕事量一定則に厳密

に基づいていることである。最後に，既往の膨張コン

クリートの応力測定実験結果と提案したモデルによる

解析解について比較検討を行った。 

 

2． 二軸拘束状態下における膨張コンクリートの仕事

量一定則に関する検証 

2.1 仕事量一定則に関する理論的考察 

柴田らは，仕事量一定則自身に関する理論的考察を

行っている 4)。以下にその概要を示す。 

図―1 に示すような，構造体中の一部の領域 c のみ

において体積膨張が生じた場合を考える。ただし，

構造体は弾性体で構成され，また，構造体には他の

要因の初期ひずみは発生しないと仮定する。 cV およ
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図―1 膨張する領域と膨張しない領域から 

構成される構造体 
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び sV はそれぞれ c および c 以外の領域 s の体積とす

る。領域 c が領域 s になした仕事量を sξ ，領域 c 自身

になされた仕事量を cξ ，領域 c 固有の化学エネルギー

を cheξ とすると，これら仕事量の関係は時間増分形で

次式のように表される。 

csche ddd ξξξ +=  (1) 

ただし， 

∫=
sV ssss dVdd εσξ  (2) 

∫=
cV cccc dVdd εσξ  (3) 

∫−=
cV cchecche dVdd εσξ  (4) 

ここで cσ ， cε は，それぞれ領域 c に生じる応力，

弾性ひずみであり， sσ ， sε は，それぞれ領域 s に生

じる応力，弾性ひずみである。さらに， cheε は，領域

c における自由膨張ひずみである。式(1)～式(4)の誘導

の詳細については文献 4)を参照されたい。 

 領域 c を膨張コンクリート，領域 s を拘束鋼材など

に置き換えることにより，上記の問題は鋼材などで拘

束されている膨張コンクリートの膨張挙動の問題に置

き換えることができる。辻らが提唱している仕事量一

定則は，厳密には膨張コンクリート固有の化学エネル

ギー量が一定であることを意味しているが，実際には，

拘束鋼材になされる仕事 sdξ が一定であるとしても充

分適用可能であるといわれている。 

 一方，柴田らは，上記の考察に続き，膨張コンクリ

ート自身になされる仕事量を無視した場合，応力解が

無限に発生することも解析的に指摘している 4)。さら

に，柴田らは，既往の一軸膨張試験結果を分析検討す

ることにより，鋼材になされる仕事量よりもむしろ鋼

材になされる仕事量と膨張コンクリート自身になされ

る仕事量の和が拘束鋼材比に拘らず一定性を保つこと

についても報告している 4)。 

 しかしながら，多軸拘束状態下において仕事量一定

則がどのように成立するかについての実験的検討は未

だ行われていない。次節でその検討を試みる。 

2.2 二軸拘束状態下における膨張コンクリートの拘束

ひずみ測定実験および仕事量の評価 

(1) 実験概要 

図―2 に二軸拘束状態における膨張コンクリートの

仕事量測定装置を示す。本装置の特徴は，二方向に直

交する拘束鋼材に生じる拘束ひずみを測定することに

より，二方向から仕事量を評価できることである。二

本の拘束鋼材で拘束する方向を x 方向，四本で拘束す

る方向を y 方向と称する。各拘束鋼材には膨張コンク

リートとの付着が生じないようにビニールテープが巻

かれている。一本当りの拘束鋼材のひずみ分布は，ほ

ぼ一様になることは三谷ら 5)によって確認されている

ため，各拘束鋼材の中央部のみに一枚のひずみゲージ

が貼付されている。次に，鋼材両端をボルトで用いて

定着させた後，膨張コンクリートを打設し，打設後 2

時間から拘束ひずみの経時変化の計測を開始した。計

表―1 膨張コンクリートの示方配合 

単位量(kg/m3) 
混和剤 

最大寸法

(mm) 

スランプ 

(cm) 

空気量 

(%) 
W/(C+EX)

(%) 

s/a 

(%) W C EX S G 
A 剤* B 剤*

20 15±2.5 4.5±1.5 55 47 175 298 20 830 951 3.82 0.0155

* A 剤は高性能 AE 減水剤，B 剤は空気量調整剤 
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図―2 二軸拘束状態多における膨張コンクリートの拘束ひずみ測定装置概要 
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測は，2 時間間隔で行い，期間は拘束ひずみが安定す

るまでとした。環境条件は，室温 20±1℃，相対湿度

90%RH である。 
表―1 に膨張コンクリートの示方配合を示し，表―2

に混和材料の特性を示す。セメントは普通ポルトラン

ドセメントである。また，図―3 に，同配合の膨張コ

ンクリートのヤング係数の経時変化を示す。なお，拘

束鋼材のヤング係数は 2.06×105N/mm2 である。 

実験ケースは，各方向の拘束鋼材比を変化させた 4

種類である。ケース毎に 2～3 回，同一の実験を行った。

各ケース名と拘束鋼材比を表―3 に示す。 

 図―4 に全ての実験ケースにおける拘束方向ごとの

拘束ひずみの経時変化を示す。いずれのケースも，材

齢 3～4 日程度で拘束ひずみは最大値に達し，その後は

わずかであるが応力緩和により低下している。 

 (2) 仕事量の評価 

前項で測定された拘束ひずみの経時変化を用いて，

拘束鋼材および膨張コンクリート自身になされる仕事

量の経時変化を x ， y 方向について独立に算定した。 

拘束鋼材は弾性体であると仮定することにより， x ，

y 方向の拘束鋼材になされる仕事量 sysx UU , は，それ

ぞれ次式で与えられる。 

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

(e) X8Y8(2)

(a) X8Y8(1)

(g) X12Y8(2)

(c) X12Y8(1)

(i) X12Y8(3)

(h) X8Y12(2)

(d) X8Y12(1)

(j) X8Y12(3)

(f) X12Y12(2)

(b) X12Y12(1)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

拘束ひずみ
(×10-6)

材齢(日) 材齢(日)

： 方向 ： 方向x y
拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

0

50

100

150

0 2 4 6

(e) X8Y8(2)

(a) X8Y8(1)

(g) X12Y8(2)

(c) X12Y8(1)

(i) X12Y8(3)

(h) X8Y12(2)

(d) X8Y12(1)

(j) X8Y12(3)

(f) X12Y12(2)

(b) X12Y12(1)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

材齢(日)

拘束ひずみ
(×10-6)

材齢(日) 材齢(日)

： 方向 ： 方向x y
拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

拘束ひずみ
(×10-6)

図―4 全ての実験ケースにおける拘束ひずみの経時変化 

表―2 混和材料の特性 

材料 記号 物性等 

膨張材 EX 
水和熱抑制型膨張材 

密度 3.16 (g/cm3)，比表面積

3450(cm 2/g) 

空気量

調整剤 
B 剤 

変性ロジン酸化合物系 
密度 1.02～1.06 (g/cm3) 

高性能 
AE 減水

剤 
A 剤 

ポリカルボン酸エーテル系 
密度 1.04～1.11(g/cm3) 

 

表―3 実験ケース 

拘束鋼材比(%) 拘束鋼材比(%)実験 
ケース x  y  

実験 
ケース x  y  

X8Y8(1) X8Y12(1) 

X8Y8(2)
1.02 2.05 

X8Y12(2) 

X12Y8(1) X8Y12(3) 

1.02 4.74 

X12Y8(2) X12Y12(1) 

X12Y8(3)

2.31 2.05 
X12Y12(2) 

2.31 4.74 
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図―3 膨張コンクリートヤング係数の経時変化 
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1

sxsxsx EU ερ= ，
2

2
1

sysysy EU ερ=  (5) 

ここに， yx ρρ , はそれぞれ x ， y 方向の拘束鋼材

比， sysx εε , は， x ， y 方向の拘束ひずみ， sE は拘

束鋼材のヤング係数である。 

 また，膨張コンクリートも弾性体であると仮定する

と， x ， y 方向の膨張コンクリート自身になされる仕

事量 cycx UU , は，力の釣合条件からポアソン比ν の

影響を考慮することで，最終的に次式で評価される。 

( )∑ ∆−∆= syysxx
c

sx
xcx E

E
U s ενρερ

ε
ρ

2

 (6) 

( )∑ ∆−∆= sxxsyy
c

sy
ycy E

E
U s ενρερ

ε
ρ

2

 (7) 

 図―5 に拘束鋼材になされる仕事量と拘束鋼材比の

関係，および拘束鋼材および膨張コンクリート自身に

なされる仕事量の和と拘束鋼材比の関係について示す。 
各仕事量として材齢 3 日の仕事量の値が用いられてい

る。なお，コンクリートのポアソン比は，0.2 とした。

図中では， x ， y 方向毎に区別せずに各仕事量と拘束

鋼材比の関係がプロットされている。さらに，最小二

乗法により直線近似した各仕事量と拘束鋼材比におけ

る補間直線も図中に示されている。なお，補間直線の

傾きの単位は 10-5N/mm2 である。図―5 から，拘束鋼

材になされる仕事量に比べ拘束鋼材および膨張コンク

リート自身になされる仕事量の和の方が，拘束鋼材比

に依らず一定であることが示された。 
また，図―6 に x ， y 方向と各仕事量の関係につい

て示す。この図より，いずれの仕事量も大体一ヶ所に

集中していると思われる。 

したがって，二軸拘束状態下においては，拘束鋼材

および膨張コンクリート自身になされる仕事量の和が

一定となり，さらに，それは拘束方向毎に概ね独立し

て成立すると思われる。 

 

3． 仕事量一定則に基づく自由膨張ひずみ成分の理論

モデルの構築 

前章で得られた知見を基に膨張コンクリートの自由

膨張ひずみ成分のモデル化を行う。本論文では簡単の

ため，膨張コンクリートは等方材料であると仮定する。 

前述の考え方を主応力方向に適用した場合，単位体

積当りの膨張コンクリート固有の化学エネルギー

cheU∆ は，主応力方向にそれぞれ生じる自由膨張ひず

み成分 iche,ε∆ ( 3,2,1=i )および主応力 iσ ( 3,2,1=i )

を用いて，主応力方向ごとに次式で与えられる。 

cheche

cheche

cheche

U
U
U

∆−=∆

∆−=∆

∆−=∆

3,3

2,2

1,1

εσ
εσ
εσ

 (8) 

ここで注意することは， cheU∆ は必ず正値であるが， 

iche,ε∆  は解析上，符合の異なる 2 つの解として得ら

れることである 4)。ゆえに実際には，解析対象の材料
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図―5 各仕事量と拘束鋼材比の関係 
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図―6 各仕事量と拘束方向との関係 
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に応じて正負の符号の判断を行う必要がある。解析対

象が膨張コンクリートである場合は iche,ε∆ が正値と

なるように計算中に制約を与える必要がある。 

次に，主応力テンソル { }),,( 321
* σσσσ diagij = と

全体座標系に対応する応力テンソル ijσ 間において 

ljklkiij QQ σσ =*  (9) 

で定義される変換行列 ijQ を用いて，主応力方向に生

じる自由膨張ひずみを変換することにより，全体座標

系での自由膨張ひずみ成分
che
ijε∆ は次式で表される。 

jlklik
che
ij QQ *εε ∆=∆  (10) 

ただし { }3,2,1,
* ,, chechecheij diag εεεε ∆∆∆=∆ である。 

 式(10)を初期ひずみとして通常の 3 次元非線形有限

要素解析プログラムに導入することにより，理論的に

は，膨張コンクリートのみならず，仕事量一定則に基

づいた膨張あるいは収縮材料の変形解析を実施するこ

とができる。なお，本論文では，膨張コンクリートを

対象としているため， iche,ε∆ は常に正値であるという

制約条件を課すことになる。 

本解析手法の特徴は，仕事量一定則に厳密に沿って

おり，極めて一般性が高いことである。さらには提案

したモデルにおける入力パラメータは，単位体積あた

りの膨張コンクリート固有の仕事量の経時変化だけで

ある。次章で，提案したモデルの妥当性を検討する。 
 

4． 既往の膨張コンクリートの応力測定実験結果 6)と

提案モデルによる解析解との比較検討 

 錦織は，地山中に埋設される発電所の水圧鉄管と地

山との間が膨張コンクリートで充填される場合のケミ

カルプレストレスの効果を，実測や様々な模型実験を

実施することにより定量的に評価している 6)。本論文

では，これらの実験の一部を対象とし，本提案モデル

による解析解との比較検討を試みた。図―7 に解析対

象の模型実験試験体の形状並びに寸法および解析メッ

シュ図を示す。解析対象の試験体は形状別に 3 種類で

あり，図中では，それぞれ標準試験体，外管厚変化試

験体，偏心試験体と称されている。いずれの試験体も

内管(鋼製)，外管(鋼製)およびその隙間に打設される膨

張コンクリートから構成されている。偏心試験体では，

標準試験体に比べ内管中心が外管中心と一致していな

い。また，外管厚変化試験体では，標準試験体に比べ

外管厚が一様ではない。 

 各試験体においては，実験ケースとして膨張材

(AGP)混入量 50，55 および 60kg/m3 の 3 つが設定され

ている。 

 試験体に打設された膨張コンクリートの配合は，基

本的には同一であり，スランプは 15cm，水結合材比は

47％，単位水量は 165kg/m3 である。さらに，減水剤が

使用されている。また，材齢 28 日での圧縮強度は，膨

張材(AGP)混入量が 50 kg/m3 のときは 29.4N/mm2，55 

kg/m3のときは 26.6N/mm2，60kg/m3のときは 23.5N/mm2

である。なお，内外管のヤング係数は 2.1×105N/mm2

であり,ポアソン比は 0.3 である。 
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図―7 解析対象供試体および解析メッシュ図 
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 さらに，膨張コンクリート自身については別途，同

配合にて一軸拘束試験が実施されている。試験は自由

に膨張する条件および拘束鋼材比 1.6%の条件下にて 2

通り行われている。その結果を図―8 に示す。 

 膨張コンクリートを打設後，各供試体について，内

外管の周方向応力の経時変化が材齢 9 日まで測定され

ている。図―9 に，材齢 7 日目における内外管の周方

向応力の測定結果および提案したモデルにより得られ

た解析解を●印にて示す。解析に用いるパラメータと

して，ヤング係数，ポアソン比および一軸拘束試験結

果から得られた仕事量がある。このうち，内外管のヤ

ング係数およびポアソン比は実験値をそのまま用いた。

膨張コンクリートのポアソン比は，コンクリート標準

示方書 7)から 0.2 とし，ヤング係数と材齢との関係に

ついては，28 日強度と示方書から推定した。 

 図より，実測値と解析値は概ね一致していることが

わかる。一方，図―8 に自由膨張ひずみを直接初期ひ

ずみとして与えた膨張解析結果(図―9 中の▲印)を示

す。ただし，後者の解析では AGP 混入量が 55 および

60 kg/m3 のときは，膨張コンクリートに引張強度を大

きく超える応力が発生した。このことは現実的ではな

いため，これらのケースについてはプロットしていな

い。プロットされているケースにおいても，実験値と

解析値は全く異なっている。クリープの影響などにつ

いて考慮する必要はあるが，後者の解析は，引張応力

が発生する時点で非現実的であると思われる。以上よ

り，弾性範囲では，本提案モデルの妥当性がある程度

示されたと思われる。今後，多くの実測値との比較検

討を行いたいと考えている。 

 

5．おわりに 

 以上より以下の結論を得る。 

・ 二軸拘束状態下においては，拘束鋼材および膨張

コンクリート自身になされた仕事量の和が一定で

あることに加え，それは，拘束方向毎に独立して

成立することが実験的に示された 

・ 上記の知見を元に構築した膨張コンクリートの自

由膨張ひずみ成分モデルの妥当性が，弾性範囲内

である程度示された。 
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図―8 一軸拘束膨張試験結果 
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図―9 実験値と解析値との比較 
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